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要　　旨
　生体法医学とは，生体での損傷を記録し損傷の形成機序や発生時期を評価する法医学業務であ
る。日本では法医学の主要な業務とはみなされていないのに対し，ヨーロッパでは解剖と並んで主
要な業務とされる。ここで作成された文書は，法手続きの正式な証拠，または労働災害補償や傷害
保険の請求に用いられ，さらに鑑定書の所持が引き続く暴力の抑止力となるなどの役割もある。
　リトアニア法医学研究所の生体法医学で扱った事例は2012年で19,933例，このうち約98％が損傷
の検査，約 2％が性犯罪に関する検査であり，警察からの依頼が全体の約86％を占め，次いで個人
的な依頼が約13％である。
　当研究所での生体法医学の実務は，生体に認めた損傷の性状の記録，損傷の形成機序や発生時期
の判断，重症度の判定，そして性暴力事案の証拠検体の採取である。重症度の判定は刑法の分類を
受けて定められた「健康障害の程度を決定するための規則（Rules For Determining The Extent 
Of Health Impairment）」に従って決定される。
　これらの業務は，リトアニアでは資格を有する法医学専門医が関係省庁の合意で定められた判定
基準に従って検査を行うが，日本ではそれらを行う医師に関する規定はなく，判定基準もないため，
判断にばらつきが出る可能性がある。また書類作成や裁判出廷などが臨床医の負担となる可能性も
ある。
　将来的には司法側の科学的証拠の重視やその質の維持への関心の高まり，そして小児虐待届出事
例の増加などに伴い，生体法医学の必要性は増してくると考えられ，医師同士の協力体制の構築は
必須のものとなると考えられる。臨床医と法医学医師との連携により，生体情報と死後情報が有機
的につながり，市民の安全のために還元される仕組みができることを望む。
　Key words:  生体鑑定，生体法医学，臨床法医学，法医外来，損傷評価，重症度判定
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Ⅰ．緒　　言
　リトアニア共和国（Republic of Lithuania）は
1991年に旧ソビエト社会主義共和国連邦（以下ソ
連）より独立した国で，日本ではバルト三国の中
の一つとして知られる。リトアニア共和国の歴史
は古く11世紀の文献に登場する。14世紀にはバル
ト海から黒海に及ぶ大国となるが，その後縮小
し，18世紀には近隣の諸国により分割されロシア
帝国の領土となる。1918年に独立するが，1940年
にソ連の侵略をうける。その後，ソ連の政治体制
の弱体化に伴い1991年に独立を果たした。2004年
にはヨーロッパ連合に加盟し，2013年現在は約
330万人の人口を有する国となっている。
　リトアニアにおける法医学の歴史は16世紀にさ
かのぼり，最初の法医学鑑定については1529年
の第一リトアニア法にその記述があり，司法手
続きに欠かせない構成要素として考えられてい
た［1］。1781年には法医学の教科書The Forensic 
Medicine Manualが出版され，1808年にはヴィリ
ニュス大学に初の法医学講座が設置され，教授が
置かれた。
　1953年までは，法医解剖は臨床医が各主要都市
の病院で行い，複雑な事例のみ大学の法医学講座
で行われていたが，この年に保健省の管轄下に法
医学局（Forensic medicine bureau）が置かれ，
主要都市に法医学研究所が設立されて，そこで法
医学専門医による法医解剖・生体鑑定が行われる
ようになった。
　現在，法医学の機関（The State Forensic 
Medicine Service under the Ministry of Justice 
of the Republic of Lithuania）（以下，リトアニア
法医学研究所）は法務省の管轄となり，主要 5都
市にそれぞれ研究所を，中規模都市に 8つの分所
を置き，法医学医師45名，総職員数は約260名で
ある。首都ヴィリニュスにある研究所が最も大
きく，解剖業務と生体法医学以外の薬毒物検査，
DNA検査，組織検査などの法医学関連検査は，
すべてこの研究所に集約されている。
　生体法医学は，日本では生体鑑定や臨床法医学
と呼ばれ，死体解剖に対して生体での損傷を記録
し損傷の形成機序（成傷器推定）や発生時期を評
価する法医学業務であるが，その取扱い数は非常
に少なく，千葉大学法医学教室でも年間数例程度
で，法医学の主要な業務とはみなされていない。
　それに対し，ヨーロッパ諸国では解剖と並んで
法医学の通常の業務とされ，鑑定というよりは法
医学外来と表現するほうが適切なほどである。
　ここで作成された記録文書（鑑定書）は，その
後の司法手続きの正式な証拠として用いられた
り，労働災害補償や傷害保険請求に用いられたり
する。
　この論文では，リトアニア共和国における生体
法医学の役割と実務について紹介するとともに，
日本の現状と比較し，今後の日本での生体法医学
の発展の可能性について考察する。
Ⅱ．リトアニアの生体法医学
　リトアニアの法医学研究所生体法医学部門では
2012年の 1年間で19,933例の検査を行っている。
このうち約98％が損傷の検査で，約 2％が性犯罪
に関する検査である。その他，数例ではあるが避
難民などの年齢判定検査も行っている。
　ほとんどを占める損傷の検査では，鈍体による
損傷（交通事故も含む）が全体の約95％で，それ
以外は，鋭器や銃器，化学物質などによる損傷の
検査である。
　性犯罪に関する検査は成人女性と小児が主体
で，2012年で383例であり，全検査例の約 2％を
占める。そのうち約63％が強姦被害者事例，20％
が強姦被疑者事例，12％が小児被害者事例である。
　依頼先は警察からの依頼が全体の約86％を占
め，次いで個人的な依頼が約13％である。その他
は検事や裁判所からの依頼である。
Ⅱ－ 1．生体法医学の実務と役割
　リトアニア共和国における生体法医学（Living 
persons examination）の実務は，生体に認める
損傷の性状を記録し，損傷の形成機序や発生時期
を判断して，重症度の判定を行うことと，性暴力
事案の膣および肛門内容などの証拠検体の採取を
行うことである。通常は法医学研究所の診察室で
検査を行うが，病院などに出張し検査をすること
もある。また，診療記録のみに基づく鑑定も行う。
　損傷検査の流れを図 1に示す。臨床で行われて
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いる問診・診察と同様の手順で行われるが，特徴
的なことは記憶している限り損傷を受けた状況を
詳しく聞き記録することである。発生日時，暴行
を行った人，身体のどの部をどの方向から何で何
回殴打されたかなどである。これは鑑定項目に被
害者の供述と損傷は矛盾がないかとの質問が含ま
れることがあるからである。しかし，事実である
保証はないこと，被害者は通常詳しくは覚えてい
ないということは念頭に置いておくべき点であ
る。
　次に損傷の記録方法であり，これは法医学特有
の方法である。法医学では損傷の部位を基準点か
らの距離で表し，損傷の大きさを計測，変色部の
色，皮膚の断裂があれば辺縁の性状や表皮剥脱の
有無など，損傷の性状をできる限り詳細に記録
し，必要に応じて写真を撮影し保存する。
　皮下出血や疼痛を認め，骨折や歯牙の損傷など
が疑われる場合は，病院で検査を行い臨床医や歯
科医の診断書を発行してもらうように依頼する。
これらの書類も重症度評価に含める。
　性暴力に関連する事案には，暴行を受けた疑い
のある者の検査，暴行を行った疑いのある者の検
査がある。前者では，身体各所の損傷検査後に陰
部の損傷を検査・記録し，膣内容は 5日以内，口
腔内容は 6時間以内，直腸は24時間以内であれば
精液や精子を検出するための検体採取を行う。通
常，生体であれば精液は浄化作用により膣内では
20時間前後，子宮頸管内では 3－ 4日程度で消失
しまうため［2］，可及的速やかな受診が理想的で
あるとされることから，地方の分所でも受診が可
能な体制をとっている。
　後者の暴行被疑者の検査は通常男性で 5日以内
であれば陰茎やその周囲のスワブを採取し，女性
の膣上皮が検出されるかどうかを検査する。
　精液・精子・膣上皮細胞の検査は法医学研究所
の血清・DNA検査室で行われる。
　法医学診察室で作成される鑑定書の果たす役割
を表 1に示す。もっとも主要な役割は，警察や検
事・裁判所から依頼される鑑定で，犯罪の証拠を
記録することであり，捜査継続の判断や裁判での
図 1　生体法医学検査の実務の流れ
問診
治療情報の収集
損傷の評価と重症度判定
損傷の検査と検体採取
・暴行の発生した日時と場所
・暴行の態様（誰が，どのような物で，身体のどの部に，どの方向から，何回打撃を与えたか）
・病院受診の有無とその治療内容
・損傷の性状を記録（身体での位置，大きさ，長さ，色，その他詳細な性状）
・暴行事例では膣内容の採取，陰部の払拭試料採取
・診療記録，画像記録，医師の診断書
・病院受診の指示，法医放射線科医への画像読影依頼
5つの基本的な評価事項
　 1．身体に損傷が認められたか否か。
　 2．認められた場合，その損傷の性状はどのようなものか（表皮剥脱，皮下出血など）。
　 3．その損傷はどのようにして形成されたか（鈍体による打撃など）。
　 4．その損傷はいつ形成されたか。
　 5．損傷の重症度はどの程度か。
　　　＊「健康障害の程度を決定するための規則」に従って，重症度を判断
表 1　生体法医学検査で作成される鑑定書の役割
生体法医学検査で作成される鑑定書の役割
1．刑事裁判で損傷が与えられた証拠として用いる
2．傷害保険会社への請求書類として用いる
3．労働災害補償制度の認定の書類として用いる
4．民事裁判での損害賠償請求の証拠として用いる
5．今後起こり得る暴力に対する抑止力として作用
することを期待する
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事実認定の根拠とすることである。その他，民事
訴訟や労働災害補償では補償の程度を評価する根
拠とすることである。また，個人での依頼の場合
は，受診の事実や鑑定書の所持が，引き続く暴力
の抑止力となることを期待するという役割もあ
る。
　すなわち生体法医学の役割は，市民が受けた損
傷を社会のあらゆる場で正式に証明できる書類を
作成することにある。
Ⅱ－ 2．損傷の評価と重症度判定
　観察および記録した損傷をもとに，法医学的な
損傷の評価を行う。評価する項目は依頼者からの
書類に記載されており，法律でも定められている
［3］。下記に示した事柄に対して評価を与えるの
が一般的である。
1．身体に損傷が認められるか否か。
2．損傷が認められる場合，その損傷の性状はい
かなるものか（表皮剥脱，皮下出血，挫創な
ど）。
3．損傷はどのような物体が，どのように作用し
て形成されたか。
4．いつ形成されたか。また被害者の供述や警察
の捜査での受傷日時と一致するか。
5．自分で形成可能か，また自己転倒により形成
可能か。
6．損傷の健康に及ぼす影響はどの程度か（重症
度判定）。
　個人依頼の場合は 5の自分自身での形成の可能
性の項目を除く，基本 5項目の評価を行うことと
されている。
　その他には，殴打回数や損傷の形成順序，防御
創の有無に関する質問もときに含まれる。
　外表からは損傷が認められず疼痛のみの場合
も，その症状を記録する。
　また，骨折や頭蓋内損傷など外表所見のみでは
決定できない場合は，病院に行って臨床医に検査
および診断書の発行を行ってもらうように受診者
に指示し，それらの書類も含めて評価の対象とす
る。
　最後に受傷者の損傷を総合的に判断し，重症度
判定が行われる。
　リトアニア共和国刑法［4］では，人に与えた傷
害の程度を重度（Severe Health Impairment）・
中等度（Non-Severe Health Impairment）・軽度
（Causing Physical Pain or a Negligible Health 
Impairment）に分類しており，その程度に従っ
て刑罰が定められている。そのため，重症度を評
価する必要があり，それを法医学医師が行うと法
律で定めている。
　刑法の分類を受けてその詳細を「健康障害の程
度を決定するための規則（Rules For Determining 
The Extent Of Health Impairment）」で定めてい
る［3］。この規則は保健省（Ministry of Health），
法務省（Ministry of Justice），社会安全・労働
省（Ministry of Social security and Labor）が合
同で策定した規則で，各重症度に相当する代表的
疾患や損傷・状態が具体的に記載されており（表
2），それらを参照して患者の重症度を分類する。
その一方で，損傷や疾患の種類にかかわらず，治
表 2　健康障害の程度を決定するための規則に
　 記載されている重症度の定義（抜粋）
Ⅲ重度の健康障害（刑法第135条に基づく）
　この規則において重度の健康障害とは以下のもの
を意味する。
視 覚の喪失 : 両眼の視覚の喪失または視力の減
弱。視力の減弱とは矯正視力が0.03に落ちた
とき，または求心性視野狭窄で残存視野が中
心 5度になったとき。
聴力の喪失 : . . . （略）
会話の喪失 : . . . （略）
生殖能力の喪失 : . . . （略）
妊娠の損失 : . . . （略）
その他の重度の障害 : 
　頭蓋冠と頭蓋底の開放および陥没骨折 . . . （略）
Ⅳ重度でない健康障害（刑法138条に基づく）
　重度でない健康障害とは，損傷や疾病が第Ⅲ章の
重度の健康障害（刑法135条）で述べた結果に至らな
いときに診断されるものとする。ただし，以下を含
む。
損傷や疾病が10日を超える期間，健康を障害し
ていた場合，あるいは特殊労働能力または一般
労働能力が軽度（ 5％を超えて30％未満）損な
われた場合。
Ⅴ身体に発生した疼痛またはごくわずかな健康障害
（刑法140条に基づく）
　ごくわずかな健康障害は，損傷または疾病が10日
を超えない期間で健康を障害したり，特殊または一
般労働能力が 5％損なわれたりしたときに診断され
るものとする。
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法医学者は一般労働能力の喪失について評価を行
うと定められている。これに対し特殊労働能力と
いうものも定義されており，これは特別な知識や
資格，技術を必要とする作業を行うための能力や
可能性で，これは公衆衛生医学関連の専門家を含
む委員会で決定するとされている。
　受診者の重症度は2012年で79％が軽度または外
見的に損傷を認めず，18％が中等度， 3％が重度
であり，軽度または損傷を認めないものが約 8割
を占める。
癒に要する期間と労働能力の喪失程度でも分類さ
れる。治療に要する期間の評価は一般的な医学的
判断により行われるが，労働能力の喪失の程度に
ついては，具体的な損傷および疾病がどの程度，
労働能力を喪失させているかを割合で示した表が
収載されており（表 3），それに従って決定する。
損傷が複数の場合は，その割合を合計した値を重
症度の評価に用いる。
　ここでいう労働能力とは一般的な労働能力のこ
とを示し，特別な知識や資格，技術を必要としな
い作業を行うための能力や可能性と定義され［3］，
表 3　一般労働能力の喪失の割合を定義した表（抜粋）
Ⅰ．中枢神経系
分類番号 病態および疾患 就労不能率
1 . 頭蓋冠・頭蓋底骨折，硬膜外・硬膜下・くも膜下の損傷，脳挫傷の後遺症
1 . 1 .
認知症 ;
四肢のうちの 2部位またはそれ以上の麻痺 ;
言語領域に関連した非常に重度の皮質障害 ;
完全に協調運動ができない状態 ;
重度の前庭・小脳機能障害 ;
少なくとも週に 1回の頻繁なてんかん発作 ;
継続的に意識のない状態（植物状態）.
100
1 . 2 .
四肢のうちの 2部位またはそれ以上の運動と筋力の著しい低下 ;
言語領域の発音に関連した皮質障害 ;
明らかな協調運動障害 ;
高度の筋緊張とその増加 ;
重度の認知症（10点以下）;
少なくとも月に一回のてんかん発作 .
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Ⅶ．消化器系
38. 永久歯の喪失 :
38. 1 . 1－ 2本 5
38. 2 . 3－ 5本 10
38. 3 . 6本以上 25
備考 : 1．歯の喪失とは歯冠の少なくとも半分以上の喪失をいう。
2．乳歯と義歯の喪失は数えない。
Ⅸ．軟部組織損傷
50. 顔面および前頸部または側頸部表面の熱傷，凍傷または損傷による瘢痕 :
50. 1 . 軽度の顔面の瘢痕（化粧品による瘢痕・色素斑） 10
50. 2 . 凹凸のある状態 25
50. 3 . 顕著に顔の表情が障害された状態 50
51.
体幹と四肢の瘢痕（肥大，ケロイド，軟部組織の変形が衣服や靴の着用を妨
げたり，着衣で隠れない部分にあったりするもの）:
51. 1 . 体表面積の 1％未満 5
51. 2 . 1－ 2％ 10
51. 3 . 3－ 4％ 15
51. 4 . 5－10％ 25
51. 5 . 10％を超える 35
備考 : 手掌は体表面積の 1 %に相当する。
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から話を聞いて作成した供述調書（供述録取書）
は，専門的な内容が記載されていても，限られた
条件下でしか証拠として認められない。今後，法
律家の意識の変化や法律の運用の変更に伴い，診
断書発行や警察官の供述調書作成に応じた医師が
出廷を求められるようになる可能性はあり，臨床
医の治療以外での負担が増す可能性はある。
　また，日本の刑法には重症度の分類はなく，治
療期間の長さをもってその参考としているものと
考えられ，各医師によりその評価が異なってくる
可能性がある。リトアニアでは治癒期間の判断は
10日を超えるか否かのみで具体的な期間を示す必
要はなく，損傷や疾病の診断を行えば，あとは詳
細に定められた分類に従って，資格を持った法医
学医師が決定するだけであるため，評価のばらつ
きは小さい。法的手続きに用いられる証拠は客観
的に公平に評価されたものであるべきという観点
からは，妥当な仕組みであると考えられる。より
公平な法的判断を期待するのであれば，日本でも
このような規則が策定されることが理想である。
2．依頼手続きと検査料
　警察や検察が法医学者に生体の鑑定書を依頼す
る場合，鑑定嘱託書と被検者が検査を拒否した場
合に備えて裁判所の発行する身体検査令状が必要
であり，費用として通常は鑑定料と検査費用が支
払われる。それに対して，臨床医に診断書や供述
調書を依頼する場合は，嘱託書は必要ではなく，
特に損傷や疾病の治療を行った医師の場合，診断
書であれば被害者が医師に依頼するだけで入手が
可能であり，警察や検察が被害者に代わってその
発行料を負担すべきとは通常は考え付かない。ま
た，供述調書の依頼でも捜査協力という意識から
臨床医は検査料や判断料，文書作成料を警察や検
察に積極的に請求しようとは考えないが，これら
は臨床現場の診察料などに相当するもので，臨床
医には相応の費用が支払われるべきと考える。さ
らにこれらの文書発行の後には裁判への出廷とい
う可能性をも含んでいることを臨床医が認識して
いるかどうかも懸念されるところである。
　現状では手続きの面でも費用の面でも捜査側は
臨床医に依頼しやすい状況となっているが，診断
書作成や聴取時間の設定，出廷の可能性など臨床
Ⅲ．考　　察
　現在，日本全国の法医学教室で扱う生体鑑定は
年間約10例程度のであり［4］，解剖と比較して法
医学の主要な業務とはみなされていない。一方，
傷害を受けたときの補償や保険の請求，性暴力や
虐待の証明のためには傷害の医学的評価は必要で
あり，外科や整形外科，産婦人科や小児科などの
臨床科がその役割を担っているものと考えられる
が，それらに関する統計はない。日本の現状が不
明であるため，リトアニアとの厳密な比較は困難
であるが，日本とリトアニアとでは裁判に用いら
れる医学鑑定に関する法制度が異なっていること
は，まず挙げられなければならない。そしてそれ
と関連して鑑定依頼手続きと検査料，また現行の
生体検査が臨床医師に与えている負担などの問題
点を挙げ，最後に千葉県とリトアニアとの法医学
事情の比較を行い，臨床医師との連携の必要性に
ついて述べる。
1．法制度の違い
　リトアニアでは刑事訴訟法および健康障害の程
度を決定するための規則で，国家リストに登録さ
れた法医学専門医が損傷に関する検査・評価を行
い，書類を作成することが定められている。国家
リストに登録されるためには， 6年の医学部卒業
後， 1年の一般臨床研修を経て，所定の卒後研修
（法医学医師の場合 4年）を終えて試験に合格し
なければならず，日本の専門医にあたる。この専
門医の作成した文書は検査者の出廷なしに証拠と
して採用される。
　これに対して，日本では刑事手続きにおいて必
要となった被害者や被疑者の損傷に関する検査や
書類作成に関して，どのような知識や資格を持っ
た者がすべきとの詳細な規則はない。医師が作成
した診断書や法医学者が作成した鑑定書も刑事訴
訟法上は，作成者が証人として裁判に出廷して，
真正に作成したものであることを供述しなけれ
ば，証拠とすることができない。しかし実務上は
医師や法医学者が専門的な見地から作成した文書
は特に信用性を疑う事情がない限り，医師や法医
学者が出廷することなく診断書や鑑定書が証拠と
なることも多い。一方，警察官が医師や法医学者
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　また，法医学に対する受け止め方も両国では異
なっているように思われる。日本では法医学は犯
罪捜査に協力する特殊な医学という認識であると
思われるが，リトアニアでは研究所の名称からも
わかるように，法医学は捜査機関や司法機関だけ
ではなく，一般市民に対する事業（サービス）と
も位置付けられており，刑事上の事案のみでな
く，民事・行政そして公衆衛生上の事案まで扱
い，死体解剖・生体法医学・薬毒物検査・DNA
検査などすべての分野に対して，有料ではあるが
一般市民が個人的に依頼することができる。
　そして，生体鑑定の約 1割が個人依頼であるこ
とは，捜査関係者のみならず一般市民も，法律に
関係する医学的事実を裁判でも十分通用する書類
にすることの重要性を認識しているものと推定さ
れる。
　今後，司法側の科学的証拠の重視やそれらの質
の維持への関心の高まり，小児虐待届出事例の増
加などに伴い，生体法医学の必要性は増してくる
と考えられ，法医学と臨床医との協力体制の構築
は必須のものとなると考えられる。
　このように，日本で生体法医学を導入・発展さ
せていくためには多くの課題があるが，まずは臨
床医に生体法医学の業務と役割を知ってもらうこ
とが重要である。お互いに協力できる分野につい
て認識し，法律・捜査関係で問題が生じたときに
は法医学へのコンサルトを考慮することを提案し
たい。臨床では傷害・事故や虐待事案の臨床事例
を，法医学では死亡事例の情報をそれぞれ別々に
有している。臨床医と法医学医師との連携によ
り，生体情報と死後情報が有機的につながり，市
民の安全や健康のために還元される仕組みができ
ることを目標としている。
医の負担となっている可能性はある。
3．臨床医への協力と負担軽減
　臨床医の職務は治療であり，法手続きに必要な
損傷の記録および評価や書類の作成は本来業務で
はなく，そのうえ十分な対価も支払われずそれら
に対する法的責任をも負う結果となっている。そ
れに対し，法医学は損傷の記録および評価や成傷
器の推定，裁判用の書類の作成を行うこと，そし
てそれらの説明を裁判で行うことを専門としてい
る。
　臨床医の中には，警察や検察などから患者が受
けた損傷に関しての調書の作成を依頼されたり，
被疑者や被害者の損傷の診察や診断書作成を依頼
されたりして，負担に感じている医師もいるもの
と思われ，その場合は法医学医師に協力を要請す
るのも一つの方法である。法医学医師が損傷の検
査や書類作成を行えば，臨床医の不要な身体的・
精神的負担を減らし，治療に専念することができ
る。
　近年，当法学教室では児童相談所からの虐待事
例の相談を受けており，小児事例での損傷の評価
を行っている。この場合，損傷の形成時期の評価
や損傷形成に用いられた物体の推定などが求めら
れることもあり，事例によってはその判断に苦慮
することがある。臨床医師にとってもそれは同様
であると推定され，今後増加すると考えられる小
児虐待事例に対する診察・損傷評価については情
報の共有も有効であり，小児科医との協力体制も
積極的に築いていく必要がある。
4．千葉県とリトアニアの法医学事情の違い
　最後に，リトアニアと千葉県の法医学事情の比
較を表 4に示す。今後，生体法医学分野でも臨床
科と積極的に連携を組んでいきたいと考えてはい
るが，第一に法医専門医（日本では認定医）の数
と職員数が圧倒的に異なる。臨床医との協力を
行っていくには人数が十分ではなく，虐待や性犯
罪の検体採取のような緊急性を要する要請には対
応できない場合がある。それに対応するために
は，今後の法医学医師の養成およびその後のポジ
ションの確保が必要で，国や自治体がその重要性
を認識し，具体的な策を講ずるべきである。
表 4　千葉県とリトアニア共和国の
法医学に関連する統計
リトアニア
（2012）
千葉県
（2012）
人口 300万人 620万人
法医学専門機関 主要 5　分所 8 1（千葉大学）
解剖数 6,946 394
生体法医学検査数 19,933 0
法医専門医数＊ 45 3
総職員数 260 21
　＊日本では法医認定医
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injury can vary. Producing documentation or testifying 
in court can also be a burden for clinical doctors. 
Forensic medical examination of living persons will 
become more important in Japan in future because 
of an increase in child abuse cases and the need to 
produce legally acceptable scientific evidence.
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SUMMARY
The practice of forensic medical examination of 
living persons is to record their injury characteristics, 
identify mechanism of injury, estimate time of 
injury, determine degree of severity, and to collect 
samples in sexual violence cases. While this practice 
is uncommon for forensic pathologists in Japan, it is 
a major part of forensic work in Europe. Forensic 
pathologists produce documents for many purposes: 
official evidence in judicial procedures, requests for 
workers’ compensation and accidental insurance, 
and deterrence against future violence. In 2012, 
Lithuanian forensic pathologists dealt with 19,933 
cases. Examination of injury accounted for 98％ of all 
cases. The other 2％ related to sexual crime. Certified 
forensic experts determine degrees of severity of 
injury according to the rules established by agreement 
of the related Lithuanian governmental ministries. In 
Japan, by contrast, this practice is unregulated and 
clinical doctors usually perform forensic examinations. 
Depending on the doctor, the estimated degree of 
